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要望書（回答）

１．船員後継者の確保・育成について

船員は、海上物資輸送・旅客輸送や水産資源の安定的な供給などを通じ、わ

が国経済の維持・発展や国民生活の安定に寄与していますが、その減少傾向に

は歯止めがかからず、高齢化とともに後継者不足も深刻な課題となっておりま

す。

 政府は、国民生活を維持するうえで最低限必要な外航日本人船員を約 5500人
と試算し、海洋基本計画では 2008年度から 10年間で 1.5倍に増加させるとの
方向性が示されています。しかしながら、外航日本人船員は 2016年において
2188人にとどまっており、増加の傾向が見られません。また、内航船員につい
ては将来的に 2100～5100人が不足すると試算されており、これまで様々な施
策（トン数標準税制や船員計画雇用促進等事業など）が講じられてきましたが、

船員不足を解消するには到底至っておりません。

 国の試算に基づき、日本人船員を計画的に増加させるべく、海洋基本計画や

昨年６月に取りまとめられた内航未来創造プランなどに明記されている船員後

継者の確保・育成に向けた具体的な施策の実施とともに、その予算についても

しっかりと確保するよう要望を出しております。

 苫小牧市における次世代を担う船員志望者の裾野拡大に向け、若者が船員職

業に関心を持つような海事広報や海事思想の普及を図っていただきたい。

 【回答】（産業経済部港湾・企業振興課 担当）

安定的な人材の確保は、企業にとって重要な課題であると認識していること

からも、関係機関と連携し、各企業の人材確保に向けた取組への支援を検討し

てまいります。

２．船員税制確立への取り組みについて

 船員は「離家庭性」や「離社会性」といった特殊な労働環境の下にあり、こ

のことが後継者不足の一因にもなっています。多くの海運先進国では、自国船

員の確保に向けた政策として税制上の措置が導入されています。わが国におい

ても、船員職業の重要性に関する認識度や船員ステータスの向上、後継者の確

保を図るため、同様の制度導入が必要不可欠です。



 行政サービスの受益が一定程度制限される船員に対し住民税の減免が三重県

四日市市と鳥羽市で実施されており、苫小牧市においても住民税を減免する自

治体の拡大に向けさらなる支援を図っていただきたい。

 また、関係行政機関と連携を図り、国策としての船員の政策減税（所得税減

免）の導入に向けて取り組んでいただきたい。

 【回答】（財政部市民税課 担当）

  個人住民税は、日常生活に欠かすことのできないさまざまな行政サービス

のための費用を、地域社会の会費として広く市民の方に負担していただくも

のであります。

  船員に対する住民税の減免につきまして、北海道運輸局からも住民税減免

措置導入例の周知もあり、本市としましても、この減免措置の意義を理解し、

他市の状況把握に努めておりますが、公平性の原則を考慮し、引き続き国や

他市の動向を注視してまいりたいと考えております。

３．海に親しむ活動の推進について

 次世代の産業の担い手となる船員志望者の裾野拡大に向け、中長期的な視点

からの取り組みが不可欠です。

 初等・中等教育の段階において海に親しむ体験活動などを一層充実させるこ

とを通じ、次世代を担う子どもたちに海や船の魅力を伝え、船員職業の認知度

の向上につながる取り組みを推進していただきたい。

 【回答】（産業経済部港湾・企業振興課 担当）

  次世代を担う子供たちに海や船の魅力を知っていただくために、港湾関係

企業・団体が実施している様々な取組を引き続き支援してまいります。

４．カボタージュ規制の堅持について

 自国内での貨物・旅客の輸送を自国籍船に限定するカボタージュ規制の緩和

は、内航海運やフェリー・旅客船事業者の存続問題、ひいては、日本人船員の

雇用問題に発展します。また、瀬戸内海をはじめとする複雑な海域が多数存在

しているわが国において、海域特性や海上交通ルールに不案内な外国籍船の増

加は、沿岸航行における安全上の問題も惹起しかねません。

 安全かつ安定的な国内海上輸送体制を確保するため、現行のカボタージュ規

制の堅持にご協力いただきたい。



 【回答】（産業経済部港湾・企業振興課 担当）

カボタージュ規制が、日本人船員の雇用確保に繋がる可能性はあるものと認

識しておりますが、貨物運送料など様々な課題もあることから国の動向を注視

してまいりたいと考えております。

５．フェリー・旅客船の維持。存続について

 フェリー・旅客船は、400余の島しょに人々が暮らすわが国において、日常生
活に必要な物資の輸送や住民の移動手段として極めて重要な役割を担っていま

す。また、わが国は地震や水害など自然災害を受けるリスクが高いと言われる

中、これまで発生した大規模自然災害時においてもその必要性が認識されてい

るところです。

 その一方、国が推し進めてきた道路偏重政策、島しょ部での少子高齢・過疎

化の進行などの影響により、フェリー・旅客船を取り巻く環境は一層厳しさを

増しています。

 交通政策基本法の理念に基づき、重要な交通インフラの一つであるフェリ

ー・旅客船の航路存続に向けた活動にご理解をいただき、フェリーの港湾使用

料の減免、離島航路事業者への適切な支援措置や予算配分など、あらゆる施策

を講じていただきたい。

 【回答】（産業経済部港湾・企業振興課 担当）

 苫小牧港から島しょ・離島を結ぶ航路は有しておりませんが、既存航路の維

持については、当市としても重要なことと認識しておりますことから、船社訪

問等により意見交換を行い航路維持に繋げているところでございます。

６．船内廃棄物の受け入れ施設の充実について

MARPOL条約附属書 Vの改正により、2013年より原則として廃棄物の洋上
投棄が禁止され、「締約国は廃棄物の受け入れ施設を港及び係留施設に確保しな

ければならない」とされています。また、国が推進する港湾運営民営化により、

港湾運営事業者には船舶からの廃棄物について受け入れ義務が求められている

のにもかかわらず、国内の多くの公共バースでは廃棄物処理業者の紹介などの

対応にとどまっております。焼却灰、期限切れ医薬品、救命備品などのほか、

船内廃棄物を陸揚げできる施設・体制が整備されておらず、衛生面を含めて船

内生活に支障をきたしていることから、苫小牧の港や公共岸壁における廃棄物

受け入れ施設を早期に充実していただきたい。



 【回答】（産業経済部港湾・企業振興課 担当）

船内廃棄物に関しては、税関の問題や廃棄物受入施設を設けた場合の使用に

関するルール等の整備も必要となることから早期の対応は難しいことを御理

解願います。


